
令和６年度

省庁別財務書類の概要

会計検査院



・本概要の計数は、百万円未満を切捨てしているため、合計額が一致しないことがあります。

・単位未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「-」で表示しています。



Ⅰ．会計検査院の所掌する業務の概要

【日本国憲法　第９０条】

【会計検査院法　第１条】

【会計検査院法　第２０条】

【会計検査院法　第２１条】
  会計検査院は、検査の結果により、国の収入支出の決算を確認する。　

　国の収入支出の決算は、すべて毎年会計検査院がこれを検査し、内閣は、次の年度に、
その検査報告とともに、これを国会に提出しなければならない。
　会計検査院の組織及び権限は、法律でこれを定める。

　会計検査院は、内閣に対し独立の地位を有する。

　会計検査院は、日本国憲法第９０条の規定により国の収入支出の決算の検査を行う外、
法律に定める会計の検査を行う。
　会計検査院は、常時会計検査を行い、会計経理を監督し、その適正を期し、且つ、是正
を図る。
　会計検査院は、正確性、合規性、経済性、効率性及び有効性の観点その他会計検査上必
要な観点から検査を行うものとする。

会計検査院の業務と組織の概要

  会計検査院は、内閣から独立した憲法上の機関として、国の収入支出の決算を全て毎年
検査するほか、法律に定める会計の検査を行い、これを常時実施することにより、会計経
理を監督し、その適正を期し、かつ、是正を図るとともに、検査の結果により、国の収入
支出の決算を確認し、検査報告を作成して内閣を通じて国会に報告しています。



Ⅱ．会計検査院の組織（令和６年度末現在）

・情 報 化 審 議 官

専門調査官

上 席 調 査 官 ( 特 別 検 査 担 当 )

法人財務検査室

局　　　 長 経 済 産 業 検 査 第 ２ 課
専門調査官

上 席 調 査 官 ( 融 資 機 関 担 当 )
専門調査官

特 別 検 査 課

上席調査官（情報通信・郵政担当）
専門調査官

第 ５ 局 経 済 産 業 検 査 第 １ 課
統括調査官

会計検査院退職手当審査会 監 理 官
デ ジ タ ル 検 査 課

委員（会長） 情報通信検査室
委員（２人） 統括調査官

委員（２人） 農 林 水 産 検 査 第 ２ 課
統括調査官

農 林 水 産 検 査 第 ３ 課
専門調査官

農 林 水 産 検 査 第 ４ 課

会計検査院情報公開･個人情報保護審査会
局　　　 長 上 席 調 査 官 ( 文 部 科 学 担 当 )

専門調査官

農 林 水 産 検 査 第 １ 課
委員（会長） 農林水産統括検査室

専門調査官

監 理 官
文 部 科 学 検 査 第 １ 課

文部科学統括検査室

第 ４ 局 文 部 科 学 検 査 第 ２ 課
専門調査官

国 土 交 通 検 査 第 ４ 課
専門調査官

国 土 交 通 検 査 第 ５ 課
専門調査官

環 境 検 査 課
上 席 調 査 官 ( 道 路 担 当 )

国 土 交 通 検 査 第 １ 課
国土交通統括検査室

第 ３ 局
国 土 交 通 検 査 第 ２ 課

統括調査官

国 土 交 通 検 査 第 ３ 課
局　　　 長

統括調査官

事務総長　　 専門調査官
事務総局次長 防 衛 検 査 第 ３ 課

秘書官　　 監 理 官

専門調査官

上 席 調 査 官 （ 医 療 機 関 担 当 ）
（１，２５１人） 防 衛 検 査 第 １ 課

原価検査室

事 務 総 局 統括調査官

防 衛 検 査 第 ２ 課

（１，２５４人） 厚 生 労 働 検 査 第 ２ 課

第 ２ 局
専門調査官

厚 生 労 働 検 査 第 ３ 課
専門調査官

局　　　 長
厚 生 労 働 検 査 第 ４ 課

専門調査官

監 理 官
厚 生 労 働 検 査 第 １ 課

会 計検 査院 こども家庭検査室
統括調査官

復興検査室

外 務 検 査 課
経済協力検査室

租 税 検 査 第 １ 課
租税統括検査室

租 税 検 査 第 ２ 課

検査官(院長) 司 法 検 査 課
局 　　　長

検査官(２人) 専門調査官

総 務 検 査 課

監 理 官
財 務 検 査 第 １ 課

決算監理室
（３人） 金融検査室

公会計検査室

検 査 官 会 議 第 １ 局
財 務 検 査 第 ２ 課

専門調査官

(2)
研修室
公会計監査連携室
資料情報管理室

技 術 参 事 官 (3)

会計検査院情報公開・個人情報保護審査会事務室

厚 生 管 理 官
上 席 情 報 シ ス テ ム 調 査 官

統括情報システム調査官

能 力 開 発 官
研修調査官

サイバーセキュリティ 公文書監理室

上 席 検 定 調 査 官

上 席 企 画 調 査 官
審  議  官 (13)

検査支援室

総 括 審 議 官 会計管理官

法 規 課
公文書監理官 法規企画官

情報公開・個人情報保護室

事務総長官房
調 査 課

研究企画官 (2)
国際業務室

会 計 課

(5)
渉外広報室
企画調整室

人 事 課
人事企画官
監察官

総 務 課
総務企画官
企画官



省庁別財務書類とは

　省庁別財務書類は、会計検査院のこれまでの予算執行の結果である資産や負債などのス
トックの状況、当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務状況を一覧で分か
りやすく開示する観点から企業会計の考え方及び手法（発生主義、複式簿記）を参考とし
て、平成14年度決算分より作成・公表しているものです。

(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度

(令和6年 (令和7年 (令和6年 (令和7年

     3月31日)      3月31日)      3月31日)      3月31日)

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

　未収金 0 0 　未払金 7 12

　前払費用 0 0 　賞与引当金 848 888

　貸倒引当金 △ 0 △ 0 　退職給付引当金 11,511 11,334

　有形固定資産 2,231 2,301 　その他の債務等 5 5

　国有財産（公共用
　財産を除く）

2,201 2,278

　土地 1,596 1,668

　立木竹 42 42

　建物 438 415

　工作物 123 151 負 債 合 計 12,372 12,241

　物品 29 22 ＜資産・負債差額の部＞

　無形固定資産 837 812 　資産・負債差額 △ 9,303 △ 9,128

資 産 合 計 3,069 3,113
負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計

3,069 3,113

貸　借　対　照　表（令和６年度末）

(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度

(自　令和 5年 4月 1日) (自　令和 6年 4月 1日)

(至　令和 6年 3月31日) (至　令和 7年 3月31日)

人件費 10,896 11,228

賞与引当金繰入額 848 888

退職給付引当金繰入額 897 905

旅費 421 428

委託費等 9 9

庁費等 2,650 2,586

その他の経費 5 5

減価償却費 218 289

資産処分損益 3 4

本年度業務費用合計 15,951 16,346

業務費用計算書（令和６年度）



(1) 貸借対照表

(2) 業務費用計算書

(3) 資産・負債差額増減計算書

(4) 区分別収支計算書

○　会計検査院令和６年度省庁別財務書類のポイント

（１）貸借対照表

（２）業務費用計算書

　資産合計は31億13百万円であり、資産合計の約53%を土地(16億68百万円)、約
13%を建物 (4億15百万円)が占めています。

　また、負債合計は122億41百万円であり、負債合計の約92%を退職給付引当金
(113億34百万円)が占めています。

　業務費用の合計は163億46百万円であり、業務費用合計額の約68%を人件費（112
億28百万円）、約15%を庁費等(25億86百万円)が占めています。

○　会計検査院の省庁別財務書類の主な構成は次のとおりとなっています。
　　また、これらのほかに附属明細書等が付属しています。

　　詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」をご参照ください。

～省庁別財務書類(会計検査院)の概要～

　また、旅費は4億28百万円となっています。



資産（31億13百万円）
ストックの状況（貸借対照表）

　資産合計は31億13百万円で、前年度末（30億69百万円）と比較して43百万円の増加

　増額の主なものは、書類保管施設に係る土地の国有財産台帳の価格改定に伴う評価額の増加等による有
形固定資産の増加  69百万円

837 812

2,231 2,301

0
00
0

0

1,000

2,000

3,000

5年度末 6年度末

合計：3,069 合計：3,113

単位（百万円）

【未収金】

損害賠償金債権

【前払費用】

自動車損害賠償責任保険料

【有形固定資産】

国有財産(主に書類保管施設に係る用地、
研修施設等)、取得価格が50万円以上の物
品(事務機器等)

【無形固定資産】

ソフトウェア等



負債（122億41百万円）

　減額の主なものは、整理資源分の減少等による退職給付引当金の減少  1億76百万円

　負債合計は122億41百万円で、前年度末（123億72百万円）と比較して1億31百万円の減少

11,511 11,334

848 888

7 12
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

5年度末 6年度末

合計：12,372 合計：12,241

単位(百万円)

55

【未払金】

児童手当等

【賞与引当金】

期末手当・勤勉手当に係るもの

【退職給付引当金】

退職手当に係る引当金、整理資源に係る

引当金、国家公務員災害補償年金に係る

引当金

【その他の債務等】

東日本大震災復興特別会計に異動した

職員に係る退職給付引当金残高の付け替

え額



フローの状況（業務費用計算書）

費用（163億46百万円）

　業務費用の合計は163億46百万円で、前年度（159億51百万円）と比較して3億94百万円の増加

　増額の主なものは、人件費の増加 3億31百万円

3 4
218 2895 5

2,650 2,586

9 9
421 428
897 905

848 888

10,896 11,228

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

5年度 6年度

合計：15,951 合計：16,346

単位(百万円)

【人件費】

職員の給与等

【賞与引当金繰入額】

「賞与引当金」の繰入額

【退職給付引当金繰入額】

「退職給付引当金」の繰入額

【旅費】

検査旅費等

【委託費等】

最高会計検査機関国際組織分担金等

【庁費等】

会計検査情報システム経費、庁舎等の維

持管理・運営に係る経費等

【その他の経費】

委員手当、諸謝金、国有資産所在市町村

交付金等

【減価償却費】

有形固定資産及び無形固定資産に係る減

価償却費

【資産処分損益】

有形固定資産の売却及び除却並びに無形

固定資産の除却に伴い生じた損益


